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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

中間連結会計期間
第95期

中間連結会計期間
第94期

会計期間
自 2024年１月１日
至 2024年６月30日

自 2025年１月１日
至 2025年６月30日

自 2024年１月１日
至 2024年12月31日

売上高 (千円) 22,486,344 21,282,001 44,804,341

経常利益 (千円) 1,143,865 888,984 2,327,807

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 1,921,673 595,025 2,783,684

中間包括利益又は包括利益 (千円) 3,436,114 △192,192 3,942,421

純資産額 (千円) 26,562,755 26,023,324 26,581,648

総資産額 (千円) 41,510,242 38,161,867 39,875,023

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 157.69 48.83 228.42

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 62.8 66.6 65.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,151,374 296,224 2,317,851

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 306,263 △826,428 24,506

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △803,529 △277,330 △1,807,061

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 7,520,359 6,370,929 7,339,728

(注) １．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、
記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しており
ません。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している偶

発事象に関するリスクが発生しています。

詳細については、「第4 経理の状況 1 中間連結財務諸表 注記事項 （中間連結貸借対照表関係） 3 偶発

債務」をご参照ください。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2025年１月１日～2025年６月30日）における当社グループの経営環境は、ロシア・ウクライ

ナ紛争の長期化、中国市場の低迷、原材料価格の高騰や為替相場の変動に加え、米国の追加関税等の保護主義政策に

伴う世界経済への影響など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況において、当社グループでは、中期経営計画「ＰＲＯＧＲＥＳＳ ２０２６」の下、エネルギー新時

代に即した「グローバルな総合配線システムメーカー」の実現に向けて、成長戦略、生産戦略、経営基盤強化と資本

コストを意識した経営に、着実に取り組んでおります。

当中間連結会計期間の業績について、売上面では、環境関連市場等における需要が増加しました。一方、その他の

当社関連市場の売上高は、北米の自動車関連市場等における需要の減少や、一部の市況の回復遅れ、顧客における在

庫調整の影響により、前年を下回りました。その結果、当社グループの売上高は前年を下回りました。

利益面では、売上高は減少したものの、環境関連等の高付加価値商品の需要拡大による品種構成の改善や、グロー

バルでの原価低減活動における利益の改善に取り組んだ結果、営業利益は前年を上回りました。一方、経常利益は、

為替が前年期末より円高方向に動いたことにより、前年を下回りました。また、親会社株主に帰属する中間純利益に

つきましても、前年に旧本社の土地売却益を特別利益として計上しておりましたが、当期は同等の特別利益がなかっ

たことから、前年を下回っております。

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は21,282百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益は1,119百万円（同

30.6％増）となり、経常利益は888百万円（同22.3％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は595百万円（同69.0％

減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

期別 売上高 営業利益

セグメント別

前中間

連結会計期間

（百万円）

当中間

連結会計期間

（百万円）

増減率

（％）

前中間

連結会計期間

（百万円）

当中間

連結会計期間

（百万円）

増減率

（％）

日本 12,265 11,572 △5.6 699 659 △5.8

欧米 6,881 5,875 △14.6 △95 40 －

アジア
(日本を除く)

3,340 3,833 14.8 282 426 50.9

消去 － － － △28 △5 －

合計 22,486 21,282 △5.4 857 1,119 30.6

（注）増減率につきましては、表示単位未満を四捨五入しております。

①日本

当中間連結会計期間は、環境関連市場における需要が増加しました。一方、その他の当社関連市場の売上高は、

一部の市況の回復遅れや顧客における在庫調整の影響により、前年を下回りました。その結果、日本での売上高は

11,572百万円（前年同期比5.6％減）となりました。

利益面では、品種構成は改善したものの、売上高が減少した結果、営業利益は659百万円（前年同期比5.8％減）

となりました。

②欧米
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当中間連結会計期間は、北米の自動車関連市場等において需要が減少しました。その結果、欧米での売上高は

5,875百万円（前年同期比14.6％減）となりました。

利益面では、売上高は減少したものの、北米市場においてペソ安による為替変動をうけたことや、メキシコ工場

での生産性改善等の原価低減活動に取り組んだ結果、営業利益は40百万円（前年同期は95百万円の営業損失）とな

りました。

③アジア（日本を除く）

当中間連結会計期間は、中国市場の長期的な低迷などにより、需要は引き続き低調に推移しているものの、一部

顧客での需要回復が見られました。その結果、アジアでの売上高は3,833百万円（前年同期比14.8％増）となりまし

た。

利益面では、売上高の増加に加え、品種構成の改善や原価低減活動に取り組んだ結果、営業利益は426百万円（前

年同期比50.9％増）となりました。

財政状態の分析は、次のとおりであります。

＜資産＞

資産合計は、38,161百万円（前期末比1,713百万円減）となりました。主に、現金及び預金が968百万円、受取手

形、売掛金及び契約資産が275百万円、棚卸資産が513百万円減少いたしました。

＜負債＞

負債合計は、12,138百万円（前期末比1,154百万円減）となりました。主に、支払手形及び買掛金が639百万円及

び未払法人税等が653百万円減少いたしました。

＜純資産＞

純資産合計は、26,023百万円（前期末比558百万円減）となりました。主に、利益剰余金が241百万円増加いたし

ましたが、資本剰余金が194百万円及び為替換算調整勘定が731百万円減少いたしました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は6,370百万円となり、前連結会計年度末に比べて968百万円の

減少となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、296百万円の収入（前年同期は1,151百万円

の収入）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益886百万円、減価償却費495百万円、売上債権の減少

71百万円及び棚卸資産の減少187百万円等による資金の増加要因が、仕入債務の減少524百万円及び法人税等の支払

額1,003百万円等による資金の減少要因を上回ったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、826百万円の支出(前年同期は306百万円の収

入)となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出800百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、277百万円の支出(前年同期は803百万円の支

出)となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出178百万円及び配当金の支払額353百万円等による資金

の減少要因が、短期借入金の純増減額351百万円による資金の増加要因を上回ったことによるものであります。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は267百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

合計 45,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,558,251 12,558,251
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

合計 12,558,251 12,558,251 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年６月30日 ― 12,558,251 ― 2,323,059 ― 2,031,801
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(5) 【大株主の状況】

2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社カネカ 大阪市北区中之島２丁目３番18号 829 6.80

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 608 4.99

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 550 4.51

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 517 4.25

オーナンバ取引先持株会 大阪市中央区南久宝寺町４丁目１番２号 502 4.12

株式会社南都銀行 奈良市橋本町16番地 480 3.94

小野哲夫 堺市西区 404 3.32

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 391 3.21

株式会社デンキョーグループホ
ールディングス

大阪市浪速区日本橋東２丁目１番３号 368 3.02

泉州電業株式会社 吹田市南金田１丁目４番21号 353 2.90

合計 ― 5,003 41.06

（注）上記のほか当社所有の自己株式371千株があります。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 371,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

121,586 ―
12,158,600

単元未満株式
普通株式

― ―
28,151

発行済株式総数 12,558,251 ― ―

総株主の議決権 ― 121,586 ―

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

② 【自己株式等】

2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
オーナンバ株式会社

大阪市中央区南久宝寺町
４丁目１番２号

371,500 ― 371,500 2.96

合計 ― 371,500 ― 371,500 2.96

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年１月１日から2025年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,339,728 6,370,929

受取手形、売掛金及び契約資産 10,218,431 9,943,324

商品及び製品 3,663,973 3,376,924

仕掛品 1,052,051 1,100,213

原材料及び貯蔵品 4,993,957 4,719,793

その他 856,981 845,926

貸倒引当金 △4,031 △4,232

流動資産合計 28,121,092 26,352,879

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,742,635 2,605,722

機械装置及び運搬具（純額） 1,883,327 1,859,475

土地 2,354,025 2,336,995

建設仮勘定 401,340 782,702

その他（純額） 962,968 876,216

有形固定資産合計 8,344,297 8,461,112

無形固定資産 453,085 411,514

投資その他の資産

投資その他の資産 3,020,364 2,999,865

貸倒引当金 △63,816 △63,503

投資その他の資産合計 2,956,547 2,936,362

固定資産合計 11,753,930 11,808,988

資産合計 39,875,023 38,161,867
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２ 6,301,611 5,662,310

短期借入金 843,534 1,121,106

未払法人税等 846,604 193,421

賞与引当金 277,522 269,895

役員賞与引当金 34,170 24,102

製品改修引当金 55,255 52,232

その他 1,937,599 1,981,242

流動負債合計 10,296,297 9,304,311

固定負債

長期借入金 1,188,052 1,072,196

繰延税金負債 466,252 466,536

退職給付に係る負債 668,879 685,156

その他 673,893 610,343

固定負債合計 2,997,077 2,834,232

負債合計 13,293,375 12,138,543

純資産の部

株主資本

資本金 2,323,059 2,323,059

資本剰余金 1,936,551 1,741,658

利益剰余金 17,469,912 17,711,524

自己株式 △160,589 △160,589

株主資本合計 21,568,934 21,615,653

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 769,805 757,685

為替換算調整勘定 3,792,031 3,060,126

退職給付に係る調整累計額 57 △18,511

その他の包括利益累計額合計 4,561,894 3,799,300

非支配株主持分 450,818 608,369

純資産合計 26,581,648 26,023,324

負債純資産合計 39,875,023 38,161,867
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

売上高 22,486,344 21,282,001

売上原価 18,541,236 16,951,681

売上総利益 3,945,108 4,330,319

販売費及び一般管理費 ※ 3,087,410 ※ 3,210,384

営業利益 857,698 1,119,935

営業外収益

受取利息 32,887 25,921

受取配当金 22,466 23,237

持分法による投資利益 4,824 28,164

為替差益 259,487 －

助成金収入 976 5,333

その他 32,450 35,776

営業外収益合計 353,093 118,434

営業外費用

支払利息 50,591 22,257

為替差損 － 292,327

その他 16,335 34,799

営業外費用合計 66,927 349,385

経常利益 1,143,865 888,984

特別利益

固定資産売却益 1,664,494 786

特別利益合計 1,664,494 786

特別損失

固定資産処分損 836 3,213

本社移転費用 21,215 －

特別損失合計 22,051 3,213

税金等調整前中間純利益 2,786,308 886,557

法人税、住民税及び事業税 956,236 302,796

法人税等調整額 △9,696 △12,584

法人税等合計 946,539 290,212

中間純利益 1,839,768 596,344

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

△81,904 1,318

親会社株主に帰属する中間純利益 1,921,673 595,025
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

中間純利益 1,839,768 596,344

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 325,417 △12,119

繰延ヘッジ損益 △101,702 －

為替換算調整勘定 1,373,323 △757,848

退職給付に係る調整額 △693 △18,569

その他の包括利益合計 1,596,345 △788,537

中間包括利益 3,436,114 △192,192

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,485,754 △167,568

非支配株主に係る中間包括利益 △49,640 △24,624
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,786,308 886,557

減価償却費 470,903 495,961

持分法による投資損益（△は益） △4,824 △28,164

固定資産売却損益（△は益） △1,664,494 △786

固定資産除却損 836 3,213

助成金収入 △976 △5,333

本社移転費用 21,215 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,769 △112

賞与引当金の増減額（△は減少） 37,631 1,504

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14,615 42,785

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,600 △10,068

製品改修引当金の増減額（△は減少） － △3,022

受取利息及び受取配当金 △55,354 △49,158

支払利息 50,591 22,257

売上債権の増減額（△は増加） △323,141 71,791

棚卸資産の増減額（△は増加） △212,574 187,425

仕入債務の増減額（△は減少） 304,081 △524,781

その他 176,513 177,331

小計 1,573,959 1,267,399

利息及び配当金の受取額 55,354 49,164

利息の支払額 △51,163 △22,207

助成金の受取額 976 5,333

本社移転費用の支払額 △21,215 －

法人税等の支払額 △406,537 △1,003,465

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,151,374 296,224

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,151,887 △800,018

有形固定資産の売却による収入 1,579,359 3,961

投資有価証券の取得による支出 △16 △5

その他 △121,191 △30,366

投資活動によるキャッシュ・フロー 306,263 △826,428

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △90,638 351,308

長期借入金の返済による支出 △269,904 △178,096

自己株式の取得による支出 △91 －

配当金の支払額 △329,041 △353,413

非支配株主への配当金の支払額 △12,275 △12,718

その他 △101,578 △84,411

財務活動によるキャッシュ・フロー △803,529 △277,330

現金及び現金同等物に係る換算差額 364,274 △161,264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,018,382 △968,798

現金及び現金同等物の期首残高 6,501,977 7,339,728

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,520,359 ※ 6,370,929
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項た

だし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022

年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ます。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連結

財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

(中間連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

関係会社の金融機関からの借入金などに対し、次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

SD VIETNAM INDUSTRIES LTD. 79,500千円 28,000千円

※２ 銀行休日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残

高に含まれております。

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

受取手形 － －

支払手形 299,638千円 －

３ 偶発債務

当社が納入した特定の製品について不具合があるとの理由で、得意先からその製品の点検及び交換に関して発生し

た費用の負担を求められております。今後の協議結果によっては当社の連結業績に影響が生じる可能性があります。

なお、現時点ではその影響額を合理的に見積もることは困難であります。

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

給料及び手当 1,010,329千円 1,042,760千円

賞与引当金繰入額 125,845千円 104,873千円

退職給付費用 25,355千円 32,022千円

役員賞与引当金繰入額 22,800千円 24,102千円

貸倒引当金繰入額 △6,875千円 174千円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

現金及び預金 7,520,359千円 6,370,929千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 7,520,359千円 6,370,929千円

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月22日
取締役会

普通株式 329,041 27.00 2023年12月31日 2024年３月６日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月２日
取締役会

普通株式 487,466 40.00 2024年６月30日 2024年９月９日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には特別配当20円が含まれております。

当中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年２月21日
取締役会

普通株式 353,413 29.00 2024年12月31日 2025年３月５日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月６日
取締役会

普通株式 243,733 20.00 2025年６月30日 2025年９月８日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
日本 欧米

アジア
(日本を除く)

売上高

一時点で移転される財 11,906,049 6,881,034 3,340,242 22,127,326

一定の期間にわたり移転
される財

359,018 － － 359,018

顧客との契約から生じる
収益

12,265,068 6,881,034 3,340,242 22,486,344

外部顧客への売上高 12,265,068 6,881,034 3,340,242 22,486,344

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,447,987 26,752 3,642,692 6,117,433

合計 14,713,055 6,907,787 6,982,935 28,603,777

セグメント利益又は損失
（△）

699,771 △95,639 282,337 886,469

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 886,469

セグメント間取引消去 △28,770

中間連結損益計算書の営業利益 857,698

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
日本 欧米

アジア
(日本を除く)

売上高

一時点で移転される財 10,951,884 5,875,563 3,833,804 20,661,253

一定の期間にわたり移転
される財

620,748 － － 620,748

顧客との契約から生じる
収益

11,572,632 5,875,563 3,833,804 21,282,001

外部顧客への売上高 11,572,632 5,875,563 3,833,804 21,282,001

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,459,982 2,437 3,544,275 6,006,694

合計 14,032,614 5,878,000 7,378,080 27,288,695

セグメント利益 659,123 40,218 426,085 1,125,427
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,125,427

セグメント間取引消去 △5,492

中間連結損益計算書の営業利益 1,119,935

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

１株当たり中間純利益 157円69銭 48円83銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 1,921,673 595,025

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（千円）

1,921,673 595,025

普通株式の期中平均株式数（株） 12,186,721 12,186,663

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

2025年２月21日開催の取締役会において、2024年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 353百万円

②１株当たりの金額 29円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年３月５日

また、第95期(2025年１月１日から2025年12月31日まで)中間配当につきましては、2025年８月６日開催の取締役会

において、2025年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

①配当金の総額 243百万円

②１株当たりの金額 20円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年９月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。





独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月８日

オーナンバ株式会社

取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 下 昌 久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 酒 井 隆 一

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオーナンバ株式

会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、オーナンバ株式会社及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して



いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長木嶋忠敏は、当社の第95期中間会計期間（自2025年１月１日 至2025年６月30日）の半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。






